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＜問題１＞ 

  東京にある貿易会社Ａは、韓国にあるメーカーＢから輸出令別表第１の２ 

 の項（３２）に関連する質量分析計を輸入し、東南アジア地域に輸出する予 

 定である。購入前にこの質量分析計の該非判定を確認するには、どの国際輸 

 出管理レジームの英文を参考にスペックを確認したら良いか正しいものを１ 

 つ選びなさい。 

 

１．輸出令別表第１の２の項（３２）は、ＭＴＣＲの規制である。したがって、 

 ＭＴＣＲのサイトにある質量分析計の規制の英文を参考にメーカーＢに確認 

 させる。  

２．輸出令別表第１の２の項（３２）は、ワッセナー・アレンジメントの規制 

 である。したがって、ワッセナー・アレンジメントのサイトにある質量分析 

 計の規制の英文を参考にメーカーＢに確認させる。 

３．輸出令別表第１の２の項（３２）は、原子力供給国グループ（ＮＳＧ）の 

 規制である。したがって、ＮＳＧのサイトにある質量分析計の規制の英文を 

 参考にメーカーＢに確認させる。 
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＜問題２＞ 

 該非判定を確認する際、どの国際輸出管理レジームの英文を参考にスペック

を確認したら良いか、下線部分が正しい説明は、いくつあるか答えなさい。 

 

Ａ 東京の貿易会社Ｘは、台湾のメーカーＹから、外為令別表の８の項に関連 

 するスーパーコンピュータ用のプログラムαを購入し、欧米で販売する予定 

 である。この場合、外為令別表の８の項は、ワッセナー・アレンジメントの 

 規制なので、ワッセナー・アレンジメントのサイトにある Category4   
 Computers の英文を参考にメーカーＹにスペックを確認させる。 

Ｂ 東京の貿易会社Ｘは、台湾のメーカーＹから、輸出令別表第１の３の項（２） 

 に関連するポンプαを購入し、欧米で販売する予定である。この場合、輸出 

 令別表第１の３の項（２）は、ＭＴＣＲの規制なので、ＭＴＣＲのサイトに 

 ある規制の英文を参考にメーカーＹにスペックを確認させる。 

Ｃ 東京の貿易会社Ｘは、台湾のメーカーＹから、外為令別表の９の項に関連 

 する暗号プログラムαを購入し、欧米で販売する予定である。この場合、外 

 為令別表の９の項は、ワッセナー・アレンジメントの規制なので、ワッセナ 

 ー・アレンジメントのサイトにある Category5-Part2"Information Security"    
 の英文を参考にメーカーＹにスペックを確認させる。 

 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 
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＜問題３＞ 

  輸出令第５条第１項について、正しい説明はいくつあるか答えなさい。 

   

Ａ 輸出令第５条第１項により、税関は財務大臣の指示に従わなければならな 

 いと規定されている。 

Ｂ 輸出令第５条第１項により、税関は貨物や技術を輸出（提供）しようとす 

 る者が、許可を受けているか、又は受けることを要しないことを確認しなけ 

 ればならないと規定されている。 

Ｃ 輸出令第５条第１項により、税関は貨物を輸出しようとする者が輸出許可 

 等を受けているか、又は輸出許可等を受けることを要しないことを確認しな 

 ければならないと規定されている。 

 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 
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＜問題４＞ 

  外為法第２５条第１項について、正しい説明はいくつあるか答えなさい。 

 
Ａ 東京にある大学のＸ教授は、アメリカの大手インターネット検索会社Ｙが 
 提供しているストレージサービスを利用している。Ｘ教授は、自ら設計開発 
 したプログラム（外為令別表の６の項該当）を当該ストレージサービスに保 
 管し、本人のみが使用しているのであれば、外為法第２５条第１項の役務取 
 引許可は不要である。 

Ｂ 大阪にあるソフト会社Ｘは、外為令別表の９の項に該当する暗号通信プロ 

 グラムを開発した。無料で不特定多数の者に提供するため、自社のホームペ 

 ージに当該暗号通信プログラムをアップロードする場合、外為法第２５条第 
 １項の役務取引許可は不要である。 

Ｃ 名古屋にあるメーカーのＸ技術部長は、現在開発中の外為令別表の２の項 

 に該当するプログラムを持って、ニューヨークに出張する予定である。こ 

 の場合、自己使用のみであれば、外為法第２５条第１項の役務取引許可は不 

 要である。 

 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 
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＜問題５＞ 

  外為令別表の３の項、貨物等省令第１５条の２、役務通達の＜解釈＞に関 

 する規定を読んで、下線部分が誤っている組合せを１つ選びなさい。 

 

（参照条文） 

 技  術 

外為令別表 

３の項 

（１）輸出貿易管理令別表第１の３の項（１）に掲げる貨物の設計、

製造又は使用に係る技術 

（２）輸出貿易管理令別表第１の３の項（２）に掲げる貨物の設計、

製造又は使用に係る技術であつて、経済産業省令で定める

もの 

貨物等省令 

第１５条の２ 

外為令別表の３の項（２）の経済産業省令で定める技術は、第２条

第２項に該当する貨物の設計、製造又は使用に係る技術のうち、 

当該貨物の有する機能若しくは特性に到達し、又はこれらを超え 

るために必要な技術とする。 

 

   ＜解 釈＞ 

  使    用 外為令別表の３の項（１）における「使用」は、化学製剤及び化学 

物質の化学兵器に係る取扱をいう。 

 

Ａ 輸出令別表第１の３の項（１）に該当するシアン化カリウム（青酸カリ） 

 の保管方法の説明書は、外為令別表の３の項（１）の「使用」の技術に該当 

 しない。 

Ｂ 輸出令別表第１の３の項（２）に該当する貯蔵容器の外側に付けるメーカ 

 ーのロゴマークのデザインは、外為令別表の３の項（２）の「設計」の技術 

 に該当する。 

Ｃ 韓国の子会社でシャンプーを製造するために、子会社に輸出令別表第１の 

 ３の項（１）に該当するトリエタノールアミンを５００キロ購入しなさいと 

 いう指示書は、外為令別表の３の項（１）の「使用」の技術に該当する。 

 

 

１．Ａ・Ｂ 

２．Ｂ・Ｃ 

３．Ｃ・Ａ 
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＜問題６＞ 

  輸出令別表第１の８の項、貨物等省令第７条第四号について、正しい説明 

 を１つ選びなさい。 

 

１．シストリックアレイコンピュータ専用の集積回路は、貨物等省令第７条第 

 四号に該当しない。 

２．医療用に設計された装置に組み込まれたシストリックアレイコンピュータ 

 は、貨物等省令第７条第四号に該当しない。 

３．シストリックアレイコンピュータに使用されているＪＩＳ規格のネジやボ 

 ルトは、貨物等省令第７条第四号に該当する。 

 

（参照条文） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他の用途に用い
ることができるも
のを除く。

部分品

ニューロン（神経細胞又は神経突
起）又はその集合体の作用を模擬
するように設計又は設計変更され
た演算装置をいう。

シストリックアレイコ
ンピュータ

貨物等省令第７条に
掲げる貨物

データ表現のために光を用いるよう
に設計又は設計変更されている計
算機であって、かつ、その演算論理
素子が直接光学デバイスに結合し
ているものをいう。

次のいずれかに
該当するものを
除く。
イ　医療用に設計
された装置
ロ　医療用に設
計された装置に
組み込まれたも
の

ニューラルコンピュー
タ

貨物等省令
第７条
第四号

光コンピュータ

電子計算機であって、次のいずれかに該当するも
の又はその附属装置若しくは部分品

イ　　シストリックアレイコンピュータ

ロ　　ニューラルコンピュータ

ハ　　光コンピュータ

データの流れ又は変更が利用者に
よって、ロジックゲイトのレベルで動
的に制御可能な計算機をいう。



 7

＜問題７＞ 

  輸出令別表第１の１の項及び外為令別表の１の項に関して、下線部分が誤 

 っている説明はいくつあるか答えなさい。 

 

Ａ 輸出令別表第１の１の項で規制されている貨物は、貨物等省令第１条に規 

 定されているので、スペックを見て該非判定を行う。 

Ｂ 東京にある自動車メーカーＸは、東南アジアにある国の警察から、マシン 

 ガンや手榴弾にも耐える防弾仕様に改造した車両の引き合いを受けた。自動 

 車メーカーＸは、当該車両が輸出令別表第１の１の項に該当する可能性があ 

 るため、事前相談手続通達に基づき、近くの関東経済産業局に相談すること 

 にした。 

Ｃ 外為令別表の１の項でいう「使用」とは、役務通達（３）の用語の解釈で 

 規定されている「使用」と同じで、「操作、据付(現地据付を含む｡）、保守(点 

 検）、修理、オーバーホール、分解修理をいう。」である。 

 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 
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＜問題８＞ 

  東京のメーカーＡは、来月、以下の条件の装置Ｘをタイにある子会社Ｂに

輸出する予定である。装置Ｘは、リスト規制には該当しないが、装置Ｘの内

部には、輸出令別表第１の９の項（７）に該当する暗号装置αと輸出令別表

第１の３の項（２）に該当するポンプβが、それぞれ１セット正当に組み込

まれている。この場合、メーカーＡは、どのような対応をしたらよいか正し

いものを１つ選びなさい。 

  
 （条件） 

 ①装置Ｘは、輸出令別表第１の１６の項に該当。装置Ｘの初期製造時の市場

価格は、３００万円である。 

 ②暗号装置αは、装置Ｘの初期製造時に、１セット９０万円で専門メーカー

より購入。 

 ③ポンプβは、装置Ｘの初期製造時に、１セット１５万円で専門メーカーよ

り購入。 

  

 
１．装置Ｘの内部にある暗号装置αとポンプβについて、運用通達の１０％ル 
 ールは適用できないので、いずれも輸出許可を取得する必要がある。 
２．装置Ｘの内部にある暗号装置αとポンプβについて、いずれも運用通達の 
 １０％ルールが適用できるので、輸出許可は不要である。 
３．装置Ｘの内部にある暗号装置αとポンプβについて、暗号装置αは、運用

通達の１０％ルールは適用できないが、少額特例が適用できる。ポンプβは、

運用通達の１０％ルールが適用できるので、輸出許可は不要である。 
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＜問題９＞ 

  ＡからＣまでの少額特例に関する説明のうち、正しい説明はいくつあるか 

 答えなさい。 

 

Ａ 大阪の電機メーカーＸは、ドイツにあるメーカーＹより、戦闘機の制御用 
 に輸出令別表第１の７の項（１）に該当するマイコンの注文を受けた。総価 
 額は、９０万円であったので、この場合、少額特例を適用することができる。 
 なお、輸出令別表第１の７の項（１）は、告示貨物ではない。 

Ｂ 少額特例が適用できる貨物について、ＵＳドルで契約をした場合、契約月 
 が、２０１５年８月であれば、２０１５年１２月に輸出する場合でも、少額 
 特例の総価額の換算は、２０１５年８月の「基準外国為替相場及び裁定外国 
 為替相場」のＵＳドルのレートで計算する必要がある。 

Ｃ 名古屋にある工作機械メーカーＸは、得意先のインドネシアにある日系の 

 電機メーカーＹに、輸出令別表第１の６の項に該当する工作機械１台（市場 

 価格は、５００万円）を無償で１年間貸し出す予定である。工作機械メーカ 

 ーＸは、当該工作機械を無償で輸出するので、少額特例を適用して輸出する 

 ことができる。  

 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 
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＜問題１０＞ 

  ＡからＣのうち、下線部分が正しい説明はいくつあるか答えなさい。 

 

Ａ 東京在住のＸ氏は、年末年始の休暇中にハワイに行ってダイビングをする

予定である。その際、日頃から使用している自分の自給式潜水用具（輸出令

別表第１の１２の項（９）に該当）を本人が使用する目的で持ち出す予定で

あるが、持ち帰るものであれば、輸出許可は不要である。 

Ｂ 昨日、アメリカから来日したＸ氏は、輸出令別表第１の９の項（７)に該当

するパソコンを持って入国した。当該パソコンが、Ｘ氏の自己使用目的であ

れば、翌日、Ｘ氏が、当該パソコンを持って、北京に向けて出国する場合で

も輸出許可は不要である。    

Ｃ 東京のメーカーＸは、フランスのメーカーＹより、リスト規制に該当しな

い液体αの注文を受けた。メーカーＸは、輸出令別表第１の３の項（２）に

該当する貯蔵容器（通い容器）に液体α入れて、フランスに輸出する予定で

ある。この貯蔵容器（通い容器）は、フランスに輸出後、日本に戻す場合は、

輸出許可は不要である。 

  

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 
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＜問題１１＞ 

ＡからＣのうち、貿易外省令第９条第２項について、誤っている説明の組合

せを１つ選びなさい。 

 

Ａ 秋葉原などの家電量販店や専門店などで販売されているソフトウェアやイ 

 ンターネット上で販売されているソフトは、リスト規制に該当するものであ 

 っても、不特定多数の者が購入できるので、貿易外省令第９条第２項第九号 

 の「公知の技術」にあたり、役務取引許可は不要である。  

Ｂ 新宿や東京など大手の書店で販売されている書籍については、リスト規制 

 に該当する技術を含んでいたとしても、不特定多数の者が購入できるので、 

 貿易外省令第９条第２項第九号の「公知の技術」にあたり、役務取引許可は 

 不要である。 

Ｃ 東京にあるロボットメーカーＸは、アメリカで特許申請をする前に、特許 

 申請に必要な技術資料の英文が適切かどうか、過去に米国特許商標庁に勤務 

 していた非居住者のＹ氏に英文のチェックを依頼する予定である。この場合、 

 貿易外省令第９条第２項第十一号の「工業所有権の出願又は登録を行うため 

 に、当該出願又は登録に必要な最小限の技術を提供する取引」にあたり、役 

 務取引許可は不要である。 

  

 

１．Ａ・Ｂ    

２．Ｂ・Ｃ    

３．Ｃ・Ａ 
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＜問題１２＞ 

  東京にある貿易会社Ａは、輸出令別表第１の９の項（７）に該当する暗号 

 装置Ｘ（価額９０万円）をタイにあるメーカーＢに輸出する契約を平成２７ 

 年１０月２２日に結んだ。貿易会社Ａでは、当該暗号装置Ｘを平成２７年１ 

 １月２４日に輸出する予定である。メーカーＢに事前に操作マニュアル（外 

 為令別表の９の項に該当）を送る場合の対応について、正しい説明を１つ選 

 びなさい。なお、操作マニュアルは、使用技術告示第一号で規定されていな 

 い。また、輸出令別表第１の９の項（７）は告示貨物ではない。貿易会社Ａ 

 は、平成２７年９月１日に有効期限が２年間の特別一般包括輸出・役務（使 

 用に係るプログラム）取引許可のみを取得している。 

                                           

   

１．この場合、貿易会社Ａは、暗号装置Ｘの輸出について、少額特例が適用で 

 きるので、操作マニュアルをメーカーＢと契約を締結した平成２７年１０月 

 ２２日から、メーカーＢに提供することができる。 

２．この場合、貿易会社Ａは、輸出する平成２７年１１月２４日から、操作マ 

 ニュアルをメーカーＢに提供することができる。 

３．この場合、貿易会社Ａは、平成２７年９月１日に特別一般包括輸出・役務 

 （使用に係るプログラム）取引許可を取得しているので、操作マニュアルを 

 平成２７年９月１日から、メーカーＢに提供することができる。 
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＜問題１３＞ 

ＡからＣのうち、下線部分が正しい説明は、いくつあるか答えなさい。 

 

Ａ 特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可が適用できる

輸出令別表第１の７の項に該当するＩＣを英国にある海軍の研究所に輸出

し、核兵器の開発研究に用いられる場合は、特別一般包括輸出・役務（使

用に係るプログラム）取引許可は、失効する。 

Ｂ 特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可が適用できる

輸出令別表第１の７の項に該当するＩＣを中国にある海軍の研究所に輸出

し、通常兵器の開発研究に用いられる場合は、特別一般包括輸出・役務（使

用に係るプログラム）取引許可は、失効する。 

Ｃ 特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可が適用できる

輸出令別表第１の７の項に該当するＩＣを外国ユーザーリストに掲載され

ている団体に輸出し、用途が不明な場合は、特別一般包括輸出・役務（使

用に係るプログラム）取引許可は、失効する。 

 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 
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＜問題１４＞ 

キャッチオール規制に関して、ＡからＣのうち、誤っている説明の組合せを

１つ選びなさい。 

 

Ａ 東京にある工作機械メーカーＸは、タイにある工作機械の大手販売会社Ｙ 

 より、タイ国内でストック販売をするということで、リスト規制に該当しな 

 いＮＣ工作機械１００台の注文を受けた。この大手販売会社Ｙの社長が、元 

 タイ軍人であっても、当該取引について、工作機械メーカーＸは、キャッチ 

 オール規制に基づく輸出許可申請は不要である。 

Ｂ 東京にある素材メーカーＸは、アメリカにある軍の核関連の研究所から輸 

 出令別表第１の１６の項に該当する合金の注文を受けた。軍の担当者からは、 

 臨界核実験に使用すると連絡を受けた場合、当該取引について、素材メーカ 

 ーＸは、大量破壊兵器キャッチオール規制に基づく輸出許可申請が必要であ 

 る。 

Ｃ 東京にある鉄鋼メーカーＸは、中国にある重工メーカーＹより、輸出令別 

 表第１の１６の項に該当する合金の注文を受けた。用途を確認したところ、 

 戦車の部品を製造すると連絡を受けた。この場合、通常兵器キャッチオール 

 規制の用途要件に該当するので、輸出許可申請が必要である。 

 

 

１．Ａ・Ｂ   

２．Ｂ・Ｃ   

３．Ｃ・Ａ 
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＜問題１５＞ 

ＡからＣのうち、誤っている説明は、いくつあるか答えなさい。 

 

Ａ 大阪にある貿易会社Ｘは、アメリカにあるメーカーＹから銃の専用部品を

購入し、イスラエルのメーカーＺに売却しようとしている。当該部品は、メ

ーカーＹからメーカーＺに直接輸出される。この場合、大阪の貿易会社Ｘは、

アメリカからイスラエルへの貿易を仲介しているだけなので、売却の契約前

に仲介貿易取引許可申請は必要ない。 

Ｂ 昨日来日したロンドンにある貿易会社Ｘの社長は、来日中、アメリカにあ

るメーカーＹから銃の専用部品を購入し、イスラエルのメーカーＺに売却し

ようとしている。当該部品は、メーカーＹからメーカーＺに直接輸出される。

この場合、貿易会社Ｘは、アメリカからイスラエルへの貿易を仲介している

だけなので、売却の契約前に仲介貿易取引許可申請は必要ない。 

Ｃ 名古屋にある貿易会社Ｘは、アメリカにあるメーカーＹから銃の製造技術

を購入し、イスラエルのメーカーＺに売却しようとしている。当該技術は、

メーカーＹからメーカーＺに直接提供される。この場合、名古屋の貿易会社

Ｘは、アメリカからイスラエルへの技術の仲介をしているだけなので、売却

の契約前に役務取引許可申請は必要ない。 

 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 
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＜問題１６＞ 

  ＡからＣのうち、正しい説明の組合せを１つ選びなさい。 

 
Ａ 東京にあるメーカーＸが、特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラ 
 ム）取引許可が適用できるリスト規制該当貨物を中国でストック販売をする 
 際、需要者について確認を行い、かつ特別一般包括輸出・役務（使用に係る 
 プログラム）取引許可が適用することができない第三国にて転売される予定 
 がないことを確認する必要がある。 
Ｂ 東京にあるメーカーＸが、特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラ 
 ム）取引許可が適用できるリスト規制該当貨物を中国でストック販売をする 
 際、需要者が軍の病院で、医療行為に用いられることが明らかな場合は、事 
 前の「届出」は、不要である。 
Ｃ 東京にあるメーカーＸが、特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラ 
 ム）取引許可が適用できるリスト規制該当貨物をベルギーでストック販売を 
 する際、需要者について確認を行い、かつ特別一般包括輸出・役務（使用に 
 係るプログラム）取引許可が適用することができない第三国にて転売される 
 予定がないことを確認する必要がある。 

 
 
１．Ａ・Ｂ 
２．Ｂ・Ｃ 
３．Ｃ・Ａ 
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＜問題１７＞ 

ＡからＣのうち、誤っている説明はいくつあるか答えなさい。 

 

Ａ 大阪にあるメーカーＸは、中国にあるメーカーＹから輸出令別表第１の２

の項（１２）に該当する工作機械１０台の注文を受けた。メーカーＸは、中

国向けに輸出許可申請をすると時間がかかり、納期に間に合わなくなるので、

既に取得していた一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可を

使用して、一旦、韓国にある子会社Ｚに輸出し、韓国の子会社Ｚから中国の

メーカーＹ向けに輸出することにした。この場合、メーカーＸは、外為法違

反に問われることはない。  

Ｂ 横浜にあるメーカーＸの営業課長は、社長から「どんな手段を使ってもノ

ルマを達成しろ」と厳命されたので、輸出令別表第１の２の項に該当する測

定装置をやむなく「非該当」と該非判定書を偽造し、無許可で中国にあるメ

ーカーＹに輸出した。この場合、営業課長が独断で行ったことであり、メー

カーＸは法人として、外為法違反に問われることはない。 

Ｃ 東京にあるメーカーＸは、輸出令別表第１の２の項（１２）に該当する工

作機械をタイにあるメーカーＹに輸出する予定である。メーカーＸの営業担

当者は、輸出許可申請に必要な最終需要者の誓約書を入手しようとしたが、

メーカーＹの担当者が嫌がったため、やむなくメーカーＸが、相手の許可を

得て、メーカーＹの誓約書を適当に作成し、輸出許可申請を行った。 その後、

メーカーＸは、経済産業大臣から輸出許可を取得し、メーカーＹに輸出した。

この場合、輸出許可は取得しているのでメーカーＸは、外為法違反に問われ

ることはない。 

 

 

１．１個   

２．２個   

３．３個 
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＜問題１８＞ 

  外為法等遵守事項と遵守基準省令に関するＡからＣの説明のうち、正しい 

 説明はいくつあるか答えなさい。 

 

Ａ 外為法等遵守事項には、「子会社及び関連会社の指導」の規定はないが、遵 

 守基準省令には、「子会社及び関連会社の指導」の規定がある。 

Ｂ 遵守基準省令で努力規定とされている文書保存は、外為法等遵守事項では、 

 義務規定とされている。 

Ｃ 遵守基準省令で努力規定とされている監査は、外為法等遵守事項でも、努 

 力規定とされている。 

 

 

１．１個   

２．２個   

３．３個 
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＜問題１９＞ 

  ＡからＣの貨物を無許可輸出した場合、外為法第６９条の６第１項第二号 

 が適用される組み合わせを選びなさい。 

 

（参照条文）輸出貿易管理令第１３条 

第１３条  法第６９条の６第２項第二号に規定する政令で定める貨物は、別表第１の

１の項（（５）、（６）及び（１０）から（１２）までを除く。）及び同表の２から４まで

の項の中欄に掲げる貨物（核兵器等を除く。）とする。 

 

Ａ 輸出令別表第１の１の項（１１）に該当する軍用ヘルメット 

Ｂ 輸出令別表第１の２の項（１２）に該当するＮＣ工作機械 

Ｃ 輸出令別表第１の６の項（２）に該当するＮＣ工作機械 

 

 

１．Ａ・Ｂ   

２．Ｂ・Ｃ   

３．Ｃ・Ａ 
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＜問題２０＞ 

  ＡからＣのうち、正しい説明はいくつあるか答えなさい。 

 

Ａ 技術Ｘは、外為令別表の５の項に該当する技術であるが、２０１５年１０ 

 月１日から特許庁の公開特許情報になっている。この技術Ｘを２０１５年１ 

 ０月２２日に外国に送る場合、貿易外省令第９条第２項第九号が適用できる。 

Ｂ 東京の大学教授は、米国の著名な科学雑誌の出版社から、２０１５年９月 

 １日に執筆依頼を受け、外為令別表の３の２の項（１）に該当する技術Ｘを 

 含む論文を執筆して、２０１５年１０月２２日に電子メールで出版社に論文 

 を送る場合、貿易外省令第９条第２項第九号が適用できる。なお、雑誌が販 

 売されるのは、２０１５年１２月初旬である。 

Ｃ 技術Ｘは、外為令別表の９の項に該当するプログラムであるが、２０１５ 

 年９月末までは、ネット上に公開され、誰でも入手できたが、２０１５年１ 

 ０月２２日現在は、ネットから削除されている。この技術Ｘを２０１５年１ 

 ０月２２日に外国に送る場合、貿易外省令第９条第２項第九号が適用できる。 

 

 

１．１個   

２．２個   

３．３個 
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＜問題２１＞ 

  以下の問題文を読んで、正しい場合は、「１」を、誤っている場合は、「２」 

をマークしなさい。 

 

  東京にある電機メーカーＡは、自社で次世代の暗号アルゴリズムＸ（外為 
 令別表の９の項該当）を開発したので、来月、ニューヨークで行われる暗号 
 の国際標準の策定のための国際会議に出席し、発表する予定である。この場 
 合、電機メーカーＡは、役務取引許可は不要である。 
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＜問題２２＞ 

  以下の問題文を読んで、下線部分が、正しい場合は、「１」を、誤っている 

 場合は、「２」をマークしなさい。 

 

 運用通達１－１（７）(イ)ただし書きにいう「他の貨物の部分をなしている 

ものであって、当該他の貨物の主要な要素となっていないと判断されるもの」 

に内蔵されている技術データであって、当該組み込まれている貨物を使用する 

ための技術データについては、外為令別表の１から１５までの項の中欄に掲げ 

る技術のいずれにも該当しないものとして扱う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 23

＜問題２３＞ 

  以下の問題文を読んで、正しい場合は、「１」を、誤っている場合は、「２」 

をマークしなさい。 

 

 輸出管理規則(EAR)の国家安全保障(NS)理由で規制されている米国原産の

部品及びソフトウェアを組み込んだ日本製の品目の組込比率(価格比)を求め

る場合には、米国原産の部品及びソフトウェアの合計価格(分子)を日本製の

品目の価格(分母)で除して、100 を掛けて求める。 ただし、米国原産の部品

及びソフトウェア共に輸出しようとしている仕向国向けに許可の必要な品目

とする。  
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＜問題２４＞ 

  以下の問題文を読んで、正しい場合は、「１」を、誤っている場合は、「２」 

をマークしなさい。 

 

 日本の外国ユーザーリスト掲載者への輸出と同様に、輸出管理規則(EAR)の

Entity List 掲載者へ EAR 規制対象品目を再輸出する場合は、大量破壊兵器用

途でないことが明らかな場合には、BIS の許可は不要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 25

＜問題２５＞ 

  以下の問題文を読んで、正しい場合は、「１」を、誤っている場合は、「２」 

をマークしなさい。 

 

 許可例外 APR の中には、米国原産品目が組み込まれた非米国製品に米国原  

産のスペア部品を同梱して再輸出する場合に、スペア部品の総価格が本体価 

格の１０%以下ならば、許可例外 APR が適用可能であるとの規定がある。 
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※問題文中で使用される略称・用語について 

外為法 外国為替及び外国貿易法 

輸出令 輸出貿易管理令 

外為令 外国為替令 

貿易外省令 貿易関係貿易外取引等に関する省令 

遵守基準省令 輸出者等遵守基準を定める省令 

少額特例 輸出令第４条第１項第四号で規定されている特例 

無償告示 輸出貿易管理令第４条第１項第二号のホ及びヘの規定

に基づく経済産業大臣が告示で定める無償で輸出すべ

きものとして無償で輸入した貨物及び無償で輸入すべ

きものとして無償で輸出する貨物 

使用技術告示 貿易関係貿易外取引等に関する省令第９条第２項第十

二号、第十三号及び第十四号の規定に基づく経済産業

大臣が告示で定める使用に係る技術、プログラム及び

貨物 

告示貨物 輸出貿易管理令別表第３の３の規定により経済産業大

臣が定める貨物 

運用通達 輸出貿易管理令の運用について 

役務通達 外国為替及び外国貿易法第２５条第１項及び外国為替

令第１７条第２項の規定に基づき許可を要する技術を

提供 する取引又は行為について 

事前相談手続通達 特定貨物の輸出・役務取引・特定記録媒体等輸出等の

許可申請に係る事前相談及び一般相談について 

外為法等遵守事項 「輸出管理内部規程の届出等について」の別紙１に規

定。 

ストレージサービス クラウドコンピューティングサービスの１つで、情報

を保管し利用するためのサーバーを提供するサービス

のこと。 

役務通達の＜解釈＞ 役務通達の別紙１の外為令別表（貨物等省令を含む。）

中解釈を要する語 

ホワイト国 輸出令別表第３に掲げる地域をいう。アルゼンチン、

オーストラリア、オーストリア、ベルギー、ブルガリ

ア、カナダ、チェコ、デンマーク、フィンランド、フ

ランス、ドイツ、ギリシャ、ハンガリー、アイルラン

ド、イタリア、大韓民国、ルクセンブルク、オランダ、

ニュージーランド、ノルウェー、ポーランド、ポルト

ガル、スペイン、スウェーデン、スイス、英国、アメ

リカ合衆国 



 27

輸出令別表第３の２ アフガニスタン、中央アフリカ、コンゴ民主共和国、

コートジボワール、エリトリア、イラク、レバノン、

リベリア、リビア、北朝鮮、ソマリア、スーダン 

明らかガイドライン 核兵器等開発等省令第二号、第三号のかっこ書（輸出

しようとする貨物の用途並びに取引の条件及び態様か

ら、当該貨物が核兵器等の開発等及び別表に掲げる行

為以外のために用いられることが明らかなとき）又は

核兵器等開発等告示の第二号、第三号にあたるかを判

断するために、「大量破壊兵器等及び通常兵器に係る補

完的輸出規制に関する輸出手続等について」の１の

（６）で「輸出者等が「明らかなとき」を判断するた

めのガイドライン」として定められている判断基準。 
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